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1．序論

　税に関する国民の意識の問題点について，調査等に基

づき，すでに指摘1）してきたが，1991年に，全国の中学

および高校の教師を対象とした，税教育の実態調査にお

いて，「生徒達の主権者意識をもたせる教育として，税

教育を考えたいが，わかりやすい教材の存在が重要」と

いった指摘2）があったことをふまえ，税に関心をもたせ

ると共に，理解しやすい副教材の作成を試みることにし

た．

2．本論

　1991年の教師対象の調査の自由記述欄に，少数ながら，

「国税庁発行の副教材（小冊子）が役に立っている」と

いう記述3）が存在したため，国税庁発行の税に関する副

教材の配布状況および配布されている，小冊子の内容，

その他の国税庁の広報活動の実態を調べ，教材を作成す

る上で，配慮すべき点を検討することにした．

　1）国税庁発行の資料等の現状

　　①小冊子の配布状況

　税教育用の小冊子の配布は，各地の税務署を通じてな

されているとのことで，配布状況は表1のとおりで，小

学校は97．7％，中学校が100％，高等学校が87．8％とかな

り高率である．

表1　◎租税教育用副教材（冊子）の配布状況

　　　　　　　　　（平成3年度）

区　分 小学校 中学校 高　　校 計

県 県　　数 24県 29県 一 一
配付校数 11，093校 5，891校

一 16，984校

版 配付率 44．7％ 52．2％
｝ 47．1驚

全 県　　数 23県 18県 47県 一
国 配付校数 12，459校 4，888校 4，932校 22，279校

版 配付率 50．2％ 43．3箔 89．6男 53．6％

そ 市区数等 25 50 3
一

の 配付校数 689校 691校 11校 L391校
他 配付率 2．8％ 6．1％ O．2％ 3．3％

合 配付校数 24，241校 11，470校 4，943校 40，654校

計 配付率 97．7％ 100％ 89．8男 97．7％

国税庁「租税教育の実施状況」（平成3年版）

　　②その他の広報活動

　「租税教室」の開催状況は，表2のとおりで，学校対

象別の開催状況に違いがあるが，小冊子の配布率に比べ

ると，高率とはいえないようである．
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表2　租税教室開催状況（全国計）［平成3年度］

開　　　催　　　状　　　況 講　師　派　遣　状　況（回） 使　　　　用　　　　教　　　　材（回）

対象者 学校数
i校）

回　数 受講者数

掌　　　校

c　体　数

開催割合 署　長 副署長

総　務

ﾛ　長

税　務

L軸官

付職員 その他 副教材

パンフ

激bト

ビデオ 16ミリ OHP その他

小掌生 24，798

外234

k244回

外　7，8？2

@78，396人

外140

kL48校 4．6％ 89 71 工97 170 101 647 821 256

外232

U90 3 18 434

中掌生 U，290

外ユ3L

@932
外　6．073

@UO．490

外　49

kOO5 8．9 94 52 2ユ5 161 58 398 635 377

外L31

S71 100 l
L
256

高校生 5，503 828 99，889 623 U．3 93 54 185 165 60 340 470 360 404 19 8 233

大掌等 7，852 207 20，598 164 2．1 26 19 13 63 16 75 63 140 9↓ 且
一

54

教　　師 94 94 2，105 536
一

22 11 17 40 5 11 5 74 18
一

1 2！

内婦人層

ﾐ会人等 一

内L255
V，465

内4，585

S34，780

内1，033

@5．255 一

内249

k395
内85
R63

内11t

R25

内209

T30

内40
F28

内670

T，400

内241

P．U7

内849

S，536

内383

k246

内　6

@48 一
3
3

内274

Q，447

合　　計 49，443

外　365

烽k255
P0，770

外　L3，945

焉@54，585

@746．258

外　　189

烽kO33
@8，731 一

内249

k7L9

内85
T70

内111

X52

内209

k129
内40
R68

内670

T，400

内2覗

R1111

内849

T，743

外363

烽R83

Q，920

内　6

P71

内一

@71

内274

R，445

－
凸
ウ
暫
3
4

）注（ 大学等は、大学、短期大散高等琢門学校、専修・各種学校を含む

外書きは、岡山県の教冑関係者が作成したビデオを教師が使用して租税教室を開催したもの

学校数は、平成3年5月現在の数

開催割合は、総掌校数に対する開催学校数の劃合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国税庁「租税教育の実施状況」（平成3年版）

　「高校生対象の税に関する作文募集」への応募状況は　　お，応募の作文にっいては，優秀作品を20編選び，『国

表3のとおりであるが，地域による違いはあるが，全体　　税庁長官賞』，『国税局局長賞』などを贈呈しているとい

としては，年々，応募数が増加しているようである．な　　う．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表3　最近5年間の作文応募数［平成3年度］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

　　　局

N度
東　京 関　信 大　　阪 札　幌 仙　台 名古屋 金　沢 広　島 高　松 福　岡 熊　本 沖　縄

計

昭和62 7，281 6，635 23，099 L866 3，297 15，403 728 2，937 2，588 3，851 2，701 281 70，667

63 6，445 8，593 28，169 L807 5，130 L6，732 859 3，423 3，104 6，394 2，896 653 84，205

平成　元 5，658 8，379 35，746 1，666 6，406 18，169 L311 4，088 3，424 6，860 4，036 834 96，577

2 6，852 7，791 35，747 2，i50 6，208 18，760 940 4，226 3，227 10，294 4，824 LO44 102，063　’

3 6，L44 7，462 37，127 2，270 8，187 20，：52 497 4，444 3，591 1LOL4 4，514 870 106，272

計 32，380 38，860 L59，888 9，759 29，228 89，216 4，335 19，U8 15，934 38，413 18，971 3，682 459，784

平成3．8現在
ｶ徒数（千人） 1，U2 791 909 248 420 635 143 357 185 323 270 63 5，456

国税庁「租税教育の実施状況」（平成3年版）

　2）副教材試案

国税庁発行の副教材（小冊子）の配布状況が高率であ

りながら（表1），中・高教師対象の調査では，税教育

を満足に実施しにくいといった現状が記述されていた4）

ことを考慮して，国税庁発行の資料について，小学生用

から一般用の4種5）を調べてみた．
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一般用は，大人が税について，具体的な問題を意識し

ながら読む場合が多いことが考えられるが，学生，生徒

たちを対象の小冊子（副教材）は，それぞれの年齢，立

場を配慮して，学生，生徒たちが関心を示すような内容

で構成されているかといった観点から検討してみたので

あるが，いかにも，官製のパンフレットといった内容で

あり，図表を多く取り入れてはあるが，教師が授業で積

極的に活用しないかぎり，学生，生徒たちが自ら関心を

もって読むことは，あまり期待できないといった印象を

抱いた．

秀作品6）として選ばれたものを筆者が読んで感じたこと

は，税について，真剣に考えられる，具体的な環境条件

（例えば，障害をもっ家族が社会的援助を受けている家

庭の場合など）の生活体験をもつ生徒の作品に説得力を

感じた．っまり，具体的な問題意識にっながるような内

容の教材があれば，納税者ではない若者たちも，税に関

心を示すことが期待できるものと思われる．

そこで，学生たちが，関心を抱きながら，学びとるこ

とを期待して，国税庁発行の資料とは異なった形式，内

容の副教材を試作したものが，表4である．

また，平成3年度の「税に関する高校生の作文」の優

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表4　税に関するQ＆A

①．税金とは、何ですか？

　生活に必要な公共サービスを利用するための経畳を、脱という形で国民が負担するもの

で、一般的には、金銭で納めることになっているため、騒税金”と衷現するわけです。｛

　税の分類には、いろいろありますが、一般的には、国税（国に納める税）と地方税（地

方公共団体に納める税で、道府県脱と市町村税に分かれる）、直接税と間接税（⑪参照）

普通税と目的税（㊧参照）という分け方があります。

②．税は、唯が負担するのですか？

　納税は、国民の三大義務の一っで、憲法第30条に、　「国民は、法律の定めるところによ

り、納脱の養務を負う」と親定されていますが、税を負担する経済力（担税力）の脊無や

大小により異なります。

③．納税とはどのようにするのですか？

　納税の方法には、「申告納税制度」と「賦課課撹制度」の二つがあります。また、所得

撹の申告納税制度においては、　「源泉徴収制度」という、特別な納付方法があります。

④．それらの違いを説明して下さい。

　　「申告納税」は、納税者が自ら所得金額や税額を叶算し、それに基づいて申告し、納税

するもので、　「賦課課税」は、はじめから、税務署長が税額を確定させる方法で、現在、

わが国では、個人の住民税、個人の事難撹、固足資産税、不勘産取得税、自動車税などが

あります。　「源泉徴収課税」は、所得の支払い者が源泉徴収義務者となって、その所得を

支払う際に、税金を天引きして、税務署に納めるもので、給与所得、利子所得、配当所得、

退職所得、株式の譲渡所陽、自由業者に対する報酬などに採用され丸います。

⑤．　「税が不公平」であるといわれる根拠は7

　撹は公平、公正でなければいけないのですが、　「10・5・3（トーゴーサン）」とか

「9・6・4（クロヨン）」などという、不公平税制を象徴する表現があります。これら

は、所得の捕捉率が職業によって異なることが、不公平の原因となっているというもので、

サラリーマンの所得のほとんどが税務署に捕提されているのに対して、自営業者の場合

は5～6割、農梨従」者の場合は3～4劃程度しか摘捉されていないという意味ですが、

これらの数字は、全く根拠がないとは言いきれないところに、サラリーマンの不公平感が

あるようです。その他、　「医師優遇税制」といわれる、社会保険診療の必要経畳の算定に

対する疑問なども不公平感を増幅させる原因となっているようです。

⑥．サラリーマンの納税感の裏付けはありますか7

　所得税にっいての平成元年度の統叶では、サラリーマンの納税者率．87．6％、自営業者

の納税者率，44．3％、農巣所得者の納税者率，5．5％となっています。これだけで、自営

業者と農業従事者が一税逃れ’をしていると9いきることは出来ませんが、申告納税者と

源泉徴収課脱者とでは、遷いがあることは否定も出来ないようです。

⑦．所得がありながら、納税をしなくともよい場含を脱明して下さい。

　所得税額の計算は、所得の種類によって異なりますが．いずれの場合も、所得のすべて

が燦税対象になるのではありません。つまり、所得の種類に応じて、各種の経費が控除さ

れた金額に課税されます。従って、控除される経費分の所得しかない場合には、課税され

ません。

⑧．具体的に説明して下さい。

　例えば、年収が！OO万円までのパート収入（給与所得）．には、課脱されないことは、

多くの人が知っているようですが、それは、給与所得控除額と基礎控除額を差し引くと、

0になり、煤税対象の所得がなくなるためです。っまり、給与所得（年収）が、100万

円以下の給与所得控除額は65万円で、基礎控除額にっいては、すべての人に共通に、3

5万円となうていますから、それらを差し引くと、課脱所得はO円となり、曝税するもの

がないわけです。

　その他、課悦の対象にならない所得には、マル優制度適用の預貯金利子，子供預金の利

子，サラリーマンの通勧手当（法定限度内），綬から受ける学資金，宝くじの賞金．雇用

保険の給付金，労働者災害補償保険の給付金．香典や災害等の見舞金や出産などの祝い金

等々があります。

⑨　サラリーマンには、必要経費が認められないので、不公平という＄見がありますが7

　サラリーマンの場合、　「必要経RJという藪現はせず、「給与所得控除」といって、収

入額に応じた経費を控除するわけで、これを、サラリーマンの必要経Rと解釈すれば良い

わけです。

⑩サラリーマンといっても、個々に事働｛晶なると思いますが？

　　サラリーマンにも、申告納税を選べるようにすべきとの意見がありますが、サラリーマ

　ン人口の多い現在、事務処理がスムーズにいくかといった問題や領収証を保管して、各自

　が申告手続きをすることはわずらわしいと考える人もあるようで、簡単に結論を出し難い

　問題ではないでしょうか。

　むしろ、所得税などの直接税に偏った税制を改めることで、サラリーマンの不公平感を

　いくぶん緩和できるのではないでしょうか。

⑪，具体的に説明して下さい。

　税の分類の一っに、直接税と間接税といった分け方があり、「直接税」は、納税（義務）

者と担税者（税の負担者）が同じ、「間接税」は、納税（義務）者と担税者が別といった

違いがあります。

　税収全体に占める直摘税と間接税の比＄を「直間比率jといいますが、わが国の直間比

罐は、欧州と異なり、直接税の比＄が高く（70％以上）、それは、所得課税（所得税，

法人税）と資産課税（相続悦贈与悦地価税）の比＄が高いことになり、所得傭捉＄が

高いといわれているサラリーマンが不利といった印象がもたれるわけです。従って、欧州

並に、聞接税の割合を高めることによって、サラリーマンが不利という印象を緩和できる

のではないでしょうか。

⑫．．バート収入（年収）が100万円を越えないよう、苦労している人がいますが、ど

ういう利点があるのですか7

　年収が100万円までの給与所得には、所得税がかからないことは、⑧で脱明した通り

ですが、そればかりでなく、夫の扶養家族としての思典があります。つまり、夫の所傷に

「配偶者控除」が適用されます。なお、夫の年収が一定額以下であれば、妻のパート収入

が135万円未滴までは、その額に応じて、r配偶者特別控除」が認められることになっ

ています。

　しかし、女性が税を逃れるために、自分の収入を低くおさえることが、本当に懸命なこ

とかを考えるべきではないでしょうか。

⑬．’「配偶者控除」や’「配偶者特別控除」，は、女性の「内助の功」に対する評価ではな

いのですか？

　これらの控除は、配偶者が扶養家族である場含に適用されるものですから、条件に合え

ぱ、男性（夫）、女性（妻）のどちらかということになります。一般には、．女佳（妻）が

扶養されている場合が多いようですが、特に、　「配偶者特別控除iは、専粟主婦を優遇し

ようといった含みで、新たに加えられたものです。これを、　「主婦の家事労働が経済的に

呼価された」と早合点するのは、どうかと思います。わずかばかりの税の優週措置を喜ぶ

のではなく、女性の社会的な労働を正当に評価されるように努力することが重要と思いま

す。

⑭．、「専業主婦」を希望する女性のためには、、喜ふべきではないのですか？

　「家事労働の担当者は女性」という考え方は、望ましいことかについて、考えてみるべ

き時だと思います。つまり、女性が家事を一手に引き受け、女性の生活賀は男性（夫）が

稼ぎ、女性の賃金は小遣い程度か疲計の補助程度で滴足すべきといった考え方の問題は、

女性の労働力を正当に評価することを妨げ、伝統的に女性の職業とされている仕事に従事

している人遠（例えば、看護婦，保母など）の労働条件の改普が進みにくい原因になって

いることが考えられます。女性の職業労働が社会的に評価されるためには、女性連が自分

自身の好みによる選択（職業か家庭かの二者択一）の問題について、考え直す必要がある

のではないでしょうか。

⑮．学生ナルバイトをしている者ですbt．．アルバイト料から所得税を引かれてしまいま

した。学生から税金をとるな叔て、納得出来ません。

　学生アルバイトtどの臨時雇いで、短期間働く場合には、税金がかかることは少ないは

ずですが、学生のアルバイトも、一定額以上の所得がある場合は、納税しなければいけな

い場合があります。勧労学生控除の条件に該当する場合は、年聞の収入が、127万円以

下であれば、所得脱は免除されます。従って、アルパイト収入があった、翌年に、確定申

告をすれば、税が還付されます。
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　⑯．車の免許がとれた記念に、父から車をプレゼントして貰いました。このような場合

　に、税金がかかるのですか。

　　財産をプレゼント（贈与）された場合には、それを貰った人に贈与説がかかります。

　　贈与税の基礎控除額は60万円ですから、その年に贈与を受けた財産額の合計が、60

　万円以内であれば、税はかかりませんが、60万円を越えた場合には、越えた金頑に対し

　て課税されます。

　　贈与税は、贈与によって貰ったすべての財産にかかりますが、財Nによっては、贈与税

　がかからないものがあります。例えば、扶養義務のある人から生活費や教育費を貰った場

　合、それが通常必婆と認められるものであれば、贈与税はかかりません。

　⑰　友人が会社を中途退社し、目下失業中です。税金はどうなりますか？

　　所得税の計算は、1月から12月までの1年間の巣位で計算されるものですから、12

　月にならなければ、確定した税額が計算できtいわけです。通常の場合には、年宋になっ

　てから、職場で「年末斌整1の手続きをして貰えるのですが、中途退職をして、再就職を

　していない場合は、収入があった、翌年に自分で確定申告をすることにより、脱が還付さ

　れることがあります。ただし、住民税（地方税）は、而年の所得に基づいて算定される税

　ですから、退職して無収入であっても、翌年に課税されるものであることを心得ておかな

　いと、納得できない気持ちになりかねませんから、注意が必要です。

⑱．税が還付されることは、他に、どういう場合がありますか7

　　r医療費控除」といって、自己負但の医療費が一定額を越えた場合、越えた金額が20

　0万円を限度として、控除されることになります。家計を共にしている家族の分を合算し

　て、所得の多い人が代表者となうて、確定申告（還付手続き）すれば良いでしょう。

　　その他、　「住宅取得櫨除」や「雑損控除1などがあり、該当する場合に手続きをすれば

　税が還付されます。

⑲．間接税には、どんなものがありますか？

　　代表的なものに、消費税があります。その他、酒悦たばこ税，石曲税など、物やサー

　ビスを消費（利用）するという事実に基づいてかかる税金です。

⑳　　「消費税は弱いものいじめ」という意見がありますが～

　　消費税の対象になっている、物やサービスを購入（利用）する人には、経済力の違いと

　は無関係に、同等に課される税ですから、経済力の多少によって、負担感が異なるため、

　「逆進税」といわれるのですが、所得がありながら、所得税を逃れている人の場合を考え

　ると、せめて、消R税というかたちでの納税が期待できるといった考え方もあります。

⑳．　「逆進税」を、わかりやすく鋭明して下さい。

　間接税は所得の多少に関係なく、税漏が同じであるために、所得の少ない人にとって、
葵質的な税負担が重くなるという意味です。それに対して、課税所得が大きくなるにっれ

て、税率が高くなる課鋭方式を「累進税jといい、所得脱などの直接税の課税方式は、こ

れになります。

⑳，　「税の公平さ」から考えると、どちらが望ましいのでしょうか？

　連進脱の場合は、所得の少ない人に負担感が大きいという意昧では、不公平ということ

になりますが、現突に、所得を正直に申告せず、税逃れをしている人が存在しているわけ

ですから、課税の対象を所得に偏った税制でなく、税の対象を広く考えて、「支出j（消

費）への課税を増やすこと（直間比率の見直し）が盟ましいということで、平成元年度か

ら、ほとんどの消費に「消費税」をかけるかたちとなったわけです。

⑭．生活に困っている人から税を取らないで1お金持ちから取ればよいと思いますが？

　推が金待ちかといったことを、客観的に知ることは難しいことでして、また、正直な金

持ちは、それなりに、高額の税を負担しているわけですから、高額納税者の言い分もある

と思います。なお、税のしくみとして、　「所得再分配」機能があり、生活に困っている場

合は、社会福祉などの公的援助を受けられるなど、税の負担額の少ない人ほど税の恩典が

大きいかたちになっています。

⑳．脱税を防ぐ方法はないのですか？

　脱税の摘発については、いわゆる「マルサ」（国税査察官）の活躍が映画にもなりまし

たが、マルサの数を相当増やさない限り、脱税を減らすことは難しい状況のようです。税

務担当官の増員となると、徴税コストが増すことになりますし、どういう方法が効果的か

ということについては、今後の課題だと思いますが、現在、検討されているものに、　r納

税者番号制度Jというものがあり’ます。

　　　「納税者番号制度」というのは、政府が納税者全員に番号をっけて、所得や金融資産を

　正確に把握して、脱税゜C？課税漏れなどをなくそうとする制度です。これにっいては、ブラ

　イバンーの侵害の懸念など、反発があり、異現するかが注目されます。なお、米国やカナ

　久北欧などでは、すでに導入されているようです。

　⑳．　「税金が無駄に使われているから、税を納めたくない」という意見もありますが？

　撹の使われ方にっいては、手の届かないところできめられているといった印象をもち、不

　満の気持ちがありながら、どうあるべきかといった前向きの発言が少ないように思います

　が、こういった姿勢が無駄な使い方を許してしまうのではないかと思います。税を納めた

　あとまで、しっかり見届iナようという姿勢（権利慧識）が必要です。

　⑳．福祉のために税金が使われるのならば良いのですが？

　　わが国のほとんどの税は、「普通税」といって、一般的な財源に充てられる税ですが、

　特定の財源に充てられる税の場合は、．f目的税」といいます。目的税の場合は、使途をき

　めて徴収しているために、融通がつけ難くなるといった問題があるようです。そのような

　理由から、消費税をr福祉税」にすべきの意見に対して、むしろ、福祉事業関係の方の反

　論がありました。　福祉のあり方の検討は、これからの重要燦題ですから、目的税を設け

　るよりも、国民の声を政策に反映してもらうための声を強めることが必要でしょう。

　⑳，　「消費税は、高齢化社会のために」といわれているのに、高齢者からも、税をとる

　のはおかしいのではないのですか？

　　「高齢化社会のため」いうのは、高齢者のためだけに、税が使われるということではな

　く、税や祉会保険料の負担者である、現役世代（若年層）に負但が重すぎて、経済的破錠

　をきたすことがないように、出来るだけ、国民全体で負担をしていこうという意味です。

　っまり、皆で広く、薄い負担をして、若年者の労働意欲を失わせない配慮も高齢化祉会対

　策として重要なことなのです。

⑳．消費税を生活必需品にまでかけるのは、納得出来ないのですが？

　　生活が多撮化している現在、ぜい沢品と生濤必需品の区別が難しくなっているために、

　どれを課税品にしたらよいかは、難しい問題です。　「せめて、食料品は非腺税にしてほし

い」という意見は少なくないようですが、食料品といっても様々ですし、一っの店で多品

　目の商品を扱う場合の事慣を考えると、複雑でない方が混乱が避けられるでしょうし、ま

た、免税品を増やすことより、むしろ、税紹アップを促進せず、　「広く、．薄く∫課税する

かたちを貫くような消費税としておいた方が艮いのではないでしょうか。

　なお、消費税導入（平成元年4月）の際、課脱対象とすることになじまないものにっい

ての非課税取引がきめられていましたが、さらに、平成3年10月から逆進性を緩和する

ためとして、住宅家賃、入学金、助麿、火葬・埋＃、身障者用器具、児童厚生施設経営事

業、老人福祉に関するサービス等が非課税の対象に加わりました。

⑳　消費挽の場合、免税業者と思われる業者からも、消費税を靖求されるのは、納褐が

いきませんが？

　消費税に関しては、中小零細事業者の納税事務負担を考慮して、一定の条件の場合、納

税義務饗免除される難者があります。その条件とは、税抜ぎの年間課税売上高が3000

万円以下の場合ですが、免脱業者であっても、商品の仕入れの際に、消費税込みの価格で

購入していることを考え・厩価格にi肖費脱を上乗せすること耀められているという解

釈のようです。

⑭　消費税のために、小銭が面倒なのですが2

　消費税は内税（税込み価格として表示）と外税（税抜き価格の表示に、消費税分を加算

するかたち）があり、内税の場合には、端数が出ないような配慮をしているため、面倒が

ないのですが・鞭を出さないよう、i””m分臓上げた販売価格とする、鞍上の値上

げ（便乗値上げ）をされることも考えられます。外税の場合は、消費税分をその都度、請

求されるため、自分の税負担分を意織でき、税に対する関心を持ち続けられるという点で

は、望ましいといえましょう。内税業者と外税業者が不明確である場合の戸惑いなど、問

題は少なくないとは思いますが…　。

試作に当たって，配慮した点は，次のとおりである．

イ）対象については，本学が女子大学である関係で，高

校生以上の女性向けとした．

ロ）内容については，筆者が毎年，本学の家政学部3年

の学生を対象に実施している，「税にっいての意識調査

（自由記述式）」2）の結果をふまえ，学生たちが税に対し

て抱いている疑問や不満および誤解等を取り上げること

にした．

ハ）形式については，興味を抱き，理解しやすいことを

期待して，問答式（Q＆A）とした．

二）取り上げる内容について，具体的に配慮したことは

①～④は，税に関する基本的な内容であるが，②の「税

の負担」については，国税．庁の資料等では，「国民一人

当たり○○円」といった表現が多く，それは，子供から

大人まで，すべてめ国民を考えたことであり，税を負担

している人と負担していない人，すべての国民を合わせ

て平均した数字であるため，実際に負担している人の負

担感とかけ離れたものになっていることを配慮し，「坦

税者」についての理解をもっような表現を加えた．

特に，学生や主婦の中には，自分の税は親または夫が

負担しているものと誤解している者が実際に存在してい

ることを考えて，税の負担についての正しい認識を期待

（82）



消費者教育としての税教育一副教材に関する試案一

した．

ホ）現在の日本の社会は給与所得者の割合が多い社会で

あることと，学生たちの多くが卒業後は，給与所得者に

なる割合が多いことをふまえて，給与所得者の税を中心

に作成した（⑤～⑪）．

　特に，⑦，⑧は，日風学生たちがアルバイト先のパー

ト女性や学生自身の母親たちとの話題の中で，「年収100

万円云々」といったことを耳にし，多少の知識をもって

はいるが，正確に理解している者が少ないこと，女子学

生たちが自分自身の職業計画を検討する上で，経済的に

自立出来るような職業観が望ましいことに気づかせるこ

とを期待した．

ホ）特に，女子の職業意識および自立意識を高めること

を期待したものが，⑫～⑭であるが，女性の経済的自立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4
を困難にしている原因が何であるかに気づかせ，男女の

役割分担の問題を改善しないかぎり，男性にとっても，

女性にとっても，暮らしやすい社会は実現しないといっ

た考えに発展することを期待したものである．

へ）⑮と⑯は，若者が関心を抱いている内容を取り上げ

たもので，特に，⑮は学生たちが，しばしば不満のかた

ちで話題にしている内容である．

ト）「確定申告」と「年末調整」については，学生達に

理解しやすいような例示をした（⑰，⑱）．

チ）税の公平の問題を考えるためには，直接税と間接税

の比率（直間比率）を取り上げることが適当と考えた

（⑩⑳）．

リ）年齢に関係なく，多くの人が共通に関心を抱いてい

ると考えられるものとして，「消費税」を間接税の代表

として，取り上げた（⑳，⑳～⑳）．

　特に，「消費税jが導入された時の反発や誤解がいま

だに解消されていないことを考えて，税の受益と負担に

っいて理解させ（⑳），近い将来，負担者の中心となる

若者世代が，高齢社会の課題と自分達の負担の問題とを

関連づけて考えることを期待した．

ヌ）説明文は，「なるべく短く，わかりやすく」また，配

列は内容的に関連性があるような順序になるよう，配慮

した．

3．終　論

　表4の資料を筆者の担当授業『家庭経済学』の副教材

として配布し（1992年度・後期），利用後，学生たちの

理解度を調べるために，感想を自由記述させたところ，

履修者（家政学部3年），575名のうち，400名（約70％）

がかなり理解していると思われる記述で，主な記述内容

は，「Q＆A形式であったので，興味をもって読めた」，

「具体例が示してあったので，理解しやすかった」，「配

列が良かった」，「知りたい内容があった」，「考えさせら

れる内容があった」，「これからも，税について勉強した

いと思った」，「税はとられるもの，いやなものと思って

いたが，考え方が変わった」，「目先の損得だけを考えて

いたが，納税の義務を考えなければいけないことに気づ

いた」，「いかに節税すべきではなく，納めた税金が有効

に利用されるかどうかに関心をもっべきことに気づいた」，

「自分たち学生には関係がないと思っていたが，考えが

変わった」，「これまでとは違って，女性の立場から，税

を見つめ直すことが出来た」，「高所得者はずるいと思っ

ていた誤りに気づいた」，「特に，⑫，⑬⑭が勉強になっ

た」，「税について，知っているつもりであったが，知ら

ない事の多さに気づいた」等にまとめることが出来る記

述で，税に対して拒絶する姿勢ではいけないといった，

前向きと思える意識に変わったようであり，特に，「消

費税に対する考えが変わった」という記述が多かった．

　しかし，あまり理解していないと思われる記述も若干

あり，「税金は難しくてわからない」，「内容が難しかっ

た」，「具体例があれば，理解出来たと思う」，「実感がわ

かない」，「間接税は逆進税だから良くない」などの記述

があり，また，「100万円の壁」の問題を誤解して，「税

がかからないよう，収入額をおさえた方が賢いことがわ

かった」といった受け止め方をしている学生まであり，

いかなる場合にも言えることではあろうが，学生全員に

同様の理解を求めることの難しさを感じる．

　また，学生に限ったことではないが，「税は悪」といっ

た，意識が強いために，公的サービスのあり方に考えを

及ぼす姿勢に欠けていることを痛感する．そういった姿

勢が，消費税導入の際も，「導入の必要性」や「よりよ

い税のあり方」にっいて，議論がなされずに，「とにか

く反対！」といった声ばかりが多く，結果的に，問題の

多い税の誕生となってしまったわけであるが，税をいや

いや納めたものの，納めた後は無関心というのであれば，

税のあり方や使われ方に問題があっても，改善を求める

姿勢にはなり得ない．

　社会的連帯のために，一人一人の経済的負担がどうあ

るべきか，負担者としての権利意識をどう育てていくか

の教育が必要であることを再認識した思いである．
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渡辺　純子

（当論文は，1992年11月9日，日本消費者教育学会にお

いて，口頭発表後，後期の授業に実際に使用し，まとめ

たものである。）
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